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（一財）港湾空港総合技術センター（SCOPE）では，港湾空港工事を中心に，総合評価方式について分

析・考察を続け，その成果を土木学会建設マネジメント委員会において発表してきた１）２）３）４）． 

本論文は，平成26年度の国土交通省港湾空港関係の入札契約結果について分析・考察したものである5）． 
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1. 平成26年度の入札契約状況 

 

表-1に，国土交通省8地方整備局の平成26年度の入札

契約状況を示す．港湾空港関連入札・契約情報（ＰＡ

Ｓ）には，569件（平成25年度は650件）が公表されてい

るが，施工体制のみの総合評価方式（簡略型）や指名競

争入札を除く555件について分析した．おおまかな傾向

は，平成25年度以前と同様である． 

・大規模工事ほど，応札率・落札率とも調査基準価格率 

に張り付いている．また，無効の参加者も多い． 

・大規模工事ほど，落札者の獲得加算点順位も上位にあ

る． 

・どの予定価格帯においても，総合評価による逆転額の

対予定価格比率が0.1～0.2％台と極めて少額である． 

・予定価格帯9千万円以下では，参加者が少なく，落札

者の価格順位もほぼ1位であり，総合評価による逆転は

ほとんど発生していない． 

 

表-1 平成26年度，港湾空港工事（8地方整備局）の入札契約状況 

 

予定価格帯 
工事件

数 

予定価格

（億円） 

調査基準

価格率

（％） 

応札率  

（％） 

落札率    

（％） 

落札者の順位 

価格 加算点 

  WTO案件 85 13.09 89.05 91.61 90.26  2.15 1.16 

2.5億円以上 195 7.86 88.83 92.16 90.77 2.14 1.16 

0.9～2.5億円 208 1.58 88.24  92.81  91.95 1.64  1.18 

0.1～0.9億円 132 0.47 87.65  95.71  93.50  1.23 1.09  

1千万円以下 20 0.065 － 96.04 91.41 1.00  1.05  

 

予定価格帯 
参加者数   

（者/件） 

参加者のうち（者/件） 逆転額（平均） 逆転発生件

数 （割

合％） 
無効 

予定価格 

超過 
辞退 （万円） 

対予定価格

比率（％） 

  WTO案件 5.40  0.80  0.31  0.20  239 0.17 40（47.06） 

2.5億円以上 5.50  0.70  0.41  0.37  160 0.22 88（45.13） 

0.9～2.5億円 4.49  0.54  0.28  0.37  44.7 0.28 68（32.69） 

0.1～0.9億円 3.01  0.19  0.42  0.41  12.5 0.20  16（12.12） 

1千万円以下 1.90  0  0.35  0.20  0 0 0（0） 
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図-1に，予定価格帯別の応札・落札状況（調査基準価

格率との差：ポイント），逆転率（予定価格に対する逆

転額：％）を示す． 

 

 くじ引き落札は，4件発生している（うち，ＷＴＯ対

象工事で2件）．調査基準価格未満の低入札落札は2件，

予定価格と同額落札が1件発生している． 

 

図-2に，平成22～26年度の港湾空港工事の予定価格2.5

億円以上の案件の応札・落札状況（調査基準価格率との

差：ポイント），逆転率（予定価格に対する逆転

額：％）を示す． 

 

2. 港湾空港工事の総合評価方式のタイプ  

 

国土交通省港湾局は，「港湾工事における総合評価二

極化への対応について」（平成25年1月，技術企画課，

国土交通省ＨＰ掲載）や「港湾空港等工事における総合

評価落札方式の運用ガイドライン」（平成27年3月）に

おいて，総合評価方式の運用方法等を示している． 

 

総合評価方式のタイプは，施工能力評価型Ⅰ型，同Ⅱ

型，技術提案評価型Ｓ型，および同Ａ型が基本であり，

「総合評価落札方式の改善（案）」（平成24年2月，国

土交通省、総合評価方式の活用・改善等による品質確保

に関する懇談会）で示された方式と同様である．ただし，

ＷＴＯ対象案件を除くすべてのタイプに「地域貢献等追

加タイプ」（地域精通度・貢献度を設定）を，施工能力

評価型Ⅰ型に「施工計画重視型」（施工計画に20点を配

点）を，技術提案評価型Ｓ型（ＷＴＯを除く）に「チャ

レンジ型」（企業や技術者の能力等の配点を引き下げ）

を追記している． 

なお，技術提案評価型Ａ型や段階選抜の実施事例は無

い．また，配置予定技術者のヒアリングについても，以 

 

 

 

図-1 予定価格帯別の応札率，落札率，逆転率 

 

図-2 予定価格2.5億円以上の案件の応札率，落札率，逆転率の推移 
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前，一部の地方整備局でＷＴＯ対象工事において実施さ 

れていたが，最近は「必要に応じて実施する」と明記さ

れているものの，実施されていないと思われる． 

 

3. 総合評価方式のタイプ（平成26年度採用） 

 

表-2に，平成26年度港湾空港関係工事（8地方整備 

局）で実施された総合評価方式のタイプを示す． 

表中，技術提案評価型Ｓ型（ＷＴＯ）には，東北地方

整備局が災害復旧工事に適用しているＷＴＯ簡易型12件

（加算点20点）が，同Ｓ型にはチャレンジ型14件が含ま

れている．また施工能力評価型Ⅰ型には，施工計画重視

型33件とチャレンジ型7件が含まれている． 

 

 全555件中，技術提案評価型が206件（37.1％），施工

能力評価型349件（62.9％）で，技術提案評価型の実施割

合が比較的高い．また施工能力評価型においても，Ⅰ型

が212件（38.2％）とⅡ型137件（24.7％）に比べ実施割合

が高い． 

一括審査方式は，2件一括の案件が5件実施されている

（うち，ＷＴＯ対象2件）． 

 

4. 加算点付与の状況と課題 

 

図-3は，港湾空港工事からＷＴＯ対象案件85件を抜き

出したものである（表-1参照）．ここでいうＷＴＯ対象

案件とは，入札参加資格要件に「一般競争参加資格の際

に算定した客観点数が○○点以上のもの」とされている

案件で，これらの案件では加算点のすべてが技術提案

（または施工計画）であり，企業や配置予定技術者の過

表-2 平成26年度，港湾空港工事（8地方整備局）で採用された総合評価方式のタイプ：件数（割合％） 

 

予定価格帯 

技術提案評価型 施工能力評価型 

Ｓ型    

（ＷＴＯ） 
Ｓ型 Ⅰ型 Ⅱ型 

2.5億円以上：195件 85(43.6) 73(37.4) 20(10.3) 17(8.7) 

0.9～2.5億円：208件 － 43(20.7) 112(53.8) 53(25.5) 

0.1～0.9億円：132件 － 5( 3.8) 73(55.3) 54(40.9) 

1千万円以下：20件 － － 7(35.0) 13(65.0) 

合計：555件 85(15.3) 121(21.8) 212(38.2) 137(24.7) 

 

 

図-3 発注者別の最大加算点獲得率（参加者中最大加算点／加算点満点） 
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去の実績は評価されない． 

 

・縦軸：案件ごとの最大加算点獲得率（％）＝獲得最高

加算点／加算点満点 

・横軸：地方整備局名，数字は平成26年度に契約した件

数を示す． 

・グラフ：地方整備局ごとに，最大加算点獲得率の最大

と最低を直線で結び，最大・平均・最低の割

合（％）を数値で示す． 

     最大加算点獲得率の平均（％）が低い地方整

備局を左に，高い地方整備局を右に配置して

いる． 

 

発注者によって，加算点付与の状況が大きく異なる．

関東・近畿・北陸の3地方整備局では，「採点基準が辛

く」加算点の獲得が難しい．一方，四国・中国の2地方

整備局では，満点の獲得が期待できるが，「採点基準が

甘く」参加者の獲得加算点が髙得点に偏る恐れがある． 

 

 「採点基準が辛い」場合，得点できる加算点の範囲が

半分程度に限定され，加算点の差がつきにくくなる．

「オーバースペック」の提案が認められない状況で，髙

得点を得られるのはどのような提案なのか，具体的事例

を知りたいものである． 

 「採点基準が甘い」場合，一位同点の確率が高くなる．

応札者の加算点に差をつけない採点方法である． 

 地方整備局ごとに，獲得加算点一位同点のある件数と

割合は以下のとおりである． 

 

・関東地整： 22件中0件（ 0％） 

ただし，獲得加算点1位と2位の差が1点以下の案

件が13件（59.1％）ある． 

・近畿地整：12件中1件（ 8.3％）  

・北陸地整： 4件中2件（50.0％）     ※ 

・九州地整： 15件中2件（13.3％）  ※ 

ただし，獲得加算点1位と2位の差が1点以下の案

件が8件（53.3％）ある． 

・東北地整：18件中10件（55..6％） 

・中部地整：3件中1件（33.3％） 

・中国地整：6件中3件（50.0％） 

・四国地整： 5件中4件（80.0％）  

   ※ くじ引きにより落札者が決定した案件がある． 

 

 85件中23件（27.1％）の案件で一位同点がある．平成

25年度（87件中30件､34.5％の案件で一位同点）と比較す

ると減少傾向にあるとも考えられるが，このような加算

点付与の状況であれば，価格競争せざるを得ず，施工体

制確認型の総合評価方式では，応札率・落札率とも調査

基準価格に張り付く状況になり，逆転割合も極めて小さ

くなる． 

 

 また，発注者により加算点付与の方法が大きく異なる

現状は，総合評価方式の抱える最大の課題である． 
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A STUDY OF THE COMPREHENSIVE EVALUATION METHOD FOR BIDDING  

ON THE PORT AND AIRPORT PROJECTS 

(RESULTS OF REGIONAL DEVELOPMENT BUREAU OF MLIT IN 2014) 

 

Eiichi TAKAGI 

 
SCOPE (The Service Center of Port Engineering) have analyzed the Comprehensive Evaluation  Method, 

 mainly on the port and airport projects, and also reported the results to the Construction  Management Co- 

mmittee  in the Japan Society of Civil Engineers. 

This paper  mentioned the analyzed results of the bidding  prices and contract price for the port and airport  

project of Ministry of Land, Infrastructure and Transport (MLIT) in 2014. 
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